
SOC1（SSAE18） / ISAE3402 / 
保証業務実務指針3402 保証報告書サービス
アウトソーシング事業者の受託業務に係る内部統制の保証業務

企業または公共機関が、システム管理や給与計算、資産運用等をはじめとする自身の業務の一部または全部を外部事業
者にアウトソーシングするビジネスモデルは、各業界において一般的となり、永らく定着しています。
上記のように委託される業務（受託業務）が、委託元の財務報告に重要な影響を与える場合、アウトソーシング事業者は
受託業務に係る内部統制の整備・運用態勢に関して、委託元に適宜報告することが求められています。当該報告にあたり、
アウトソーシング事業者はSOC1等保証報告書を取得して委託元に提出するというアプローチを採用することが近年のスタンダー
ドとなっています。

アウトソーシング事業者に求められていること



SOC1保証報告書とは
SOC1（*1）保証報告書とは、アウトソーシング事業者が適切な規準に従って、委託元の財務報告に影響を与える受託業
務の内部統制を記載して作成した記述書に対して、独立した第三者である監査人が米国公認会計士協会（AICPA）に定
められた保証基準に準拠した手続を実施した結果と意見を表明した報告書です。SOC1（SSAE18（*2））と同等の基準と
して、国際基準であるISAE3402（*3）、日本基準である監査・保証実務委員会実務指針3402があります。アウトソーシング
事業者は、独立した第三者である監査人から保証報告書を取得することにより、受託業務にかかる内部統制の態勢への信
頼性を高めることができ、委託元への報告に際しても効率的な対応が行うことが可能となります（下図参照）。

（*1） SOC： System and Organization Controls
（*2） SSAE：Statement on Standards for Attestation Engagements （米国証明業務基準書）
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（*2） ISAE：International Standard on Assurance Engagement （国際保証業務基準）
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SOC1等報告書のニーズがある主な業種、業務

金融機関 情報・通信事業者 その他

前述のとおり、SOC1等報告書の取得ニーズは、委託元の財務報告に関連する業務を行うアウトソーシング事業者にあります。
具体的には企業の年金資産・退職給付債務勘定又は投資信託の管理等を受託する「金融機関」、委託元の財務報告で
使用されるシステム等を取り扱う「情報・通信事業者」、企業の給与・経理処理等を代行する「代行業者」が主な取得ニーズ
のあるアウトソーシング事業者となっています。



内部統制の
保証範囲

対象期間

SOC1等報告書の種類

トーマツの保証報告書サービス概要
トーマツは、デロイトのグローバルネットワークのナレッジを活用し、貴社のニーズに沿ったサービスを提供します。

対応期間

サービス
概要

準備（レディネス）サービス *1 保証報告書サービス

主な
成果物例

1.対象範囲等
検討の助言

 関連部門への保証
報告書業務の概要ご
説明

 保証報告書の以下
の範囲項目等、貴社
の方針・体制整備へ
の助言
対象業務・内部統制
対象システム
再委託先

2. 記述書等
作成の助言

 記述書、受託会
社のアサーション等
のひな形提供

 上記ひな形に基づ
き、貴社が作成し
た記述書、受託
会社のアサーション
等の確認および助
言

4. 保証業務手続・保証報告書発行

 受託会社のアサーションおよび
記述書に対して外部監査人と
して保証業務手続を実施

 手続結果に基づき、監査人の
意見表明

 顧客への配布用に保証報告書
の製本・印刷

STEP

概ね3ヵ月～4ヵ月程度（対象範囲による）
複数回の往査（対象期間による

）＋
審査期間として2ヵ月程度

各種対応事項の助言および貴社対応事項の確認結果
記述書、受託会社のアサーション等のひな形 保証報告書

3. 改善事項整理

 左記で作成した記
述書等に対して予
行で手続を実施

 予行手続により発
見された改善事項
のとりまとめ（貴
社において改善事
項への対応方針
の決定・対応事項
を実施）

改善事項一覧

*1 準備（レディネス）サービスは、アドバイザリー（助言）業務となり、実施した内容について監査人からいかなる保証を与えるものではありません。

委託元の
利用目的

特定日時点

デザイン（整備状況）のみ

 管理態勢(内部統制）の理解
 採用した規準の理解

 管理態勢(内部統制）の理解
 採用した規準の理解
 管理態勢の運用状況の有効性確認

デザイン（整備状況＋運用状況）

特定期間（通常6ヵ月以上の期間）

タイプ1 タイプ2

SOC1等保証報告書の構成

セクション 概要
作成責任

会社 監査人

第1部 受託会社監査人
の保証報告書

 受託業務に係る内部統制の整備・運用状況の
有効性等への意見表明 ✔

第2部 受託会社のアサーション  受託業務に係る内部統制の整備・運用状況の
有効性等への主張 ✔

第3部 受託会社に係る
内部統制の記述書

 受託業務（必要に応じ、再委託業務も含む）の
プロセスおよび内部統制の詳細を記載 ✔

第4部 受託会社監査人の保証業
務手続およびその結果

 記述書に記載された内部統制に対して、受託会社監
査人が実施した保証業務手続およびその結果を内部
統制ごとに記載

✔

第5部 【任意】
受託会社のその他情報

 記述書に含められない項目等を記載
（後発事象や事業継続計画等） ✔
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トーマツの強み

トーマツでは、保証報告書サービスに特化した専門チーム
を設置しています。保証業務に長年従事した経験を有
する金融・人事等、業務に係る内部統制の専門家およ
びIT内部統制の専門家から構成されており、業務とITが
一体となったサービス提供を実現しています。

保証業務専門チームによるサービス提供

受託会社
業務部門 IT部門

グローバルネットワークとの密なコミュニケーション
デロイトでは保証業務に特化したTPA（Third Party
Assurance）というグローバルネットワークがあり、トーマツ
も加わって各国事務所と定期的に情報交換をしていま
す。各国の最新情報を生かし、豊富な知見・知識に基
づく保証業務サービスの提供に努めています。

管理部門

Third Party 
Assurance

保証業務専門チーム有限責任監査法人トーマツ

Report on
XYZ ’s Description 
of Its ｘｘSystem 

and on the Suitability 
of the Design and 

Operating Effectiveness 
of Its Controls

日本語/英語の両言語対応の保証報告書

日本語・英語共に保証報告書を提供できる態勢を整
備し、各社のニーズに合わせた柔軟なサービス提供を実
施しています。

XYZ社のxx業務に係る
システムの記述書ならびに
それらの内部統制の
デザインの適切性および
運用状況の有効性に
関する報告書

期待できる
効果

ITとNon-IT（業務）が一体となって運用しているため、通常、双方間で行うコミュニケーションで発生する
時間を省略でき、ミスコミュニケーションも低減できることから、効果的かつ効率的な対応が実現できます。

トーマツが監査を行っているクライアントにつきましては、独立性の観点から提供できないサービスがございます。
詳細は担当者へお問合せください。


